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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第68期中 第69期中 第70期中 第68期 第69期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 30,297 32,207 39,363 67,378 73,331

経常利益 (百万円) 2,103 2,483 4,676 5,866 8,294

中間(当期)純利益 (百万円) 1,149 1,630 3,164 3,743 5,475

純資産額 (百万円) 40,515 44,089 55,566 43,676 48,094

総資産額 (百万円) 78,683 82,931 103,048 81,236 97,353

１株当たり純資産額 (円) 758.22 824.87 1,000.90 816.94 898.17

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 21.52 30.50 58.51 69.60 101.79

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 19.67 27.86 54.62 63.63 92.96

自己資本比率 (％) 51.5 53.2 53.9 53.8 49.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,971 1,752 799 9,641 6,716

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,209 △1,547 △3,456 △3,607 △11,468

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,023 △1,174 △1,116 △4,314 5,915

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 5,495 6,361 4,770 7,342 8,416

従業員数 (名) 1,847 2,068 2,349 2,028 2,103



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

回次 第68期中 第69期中 第70期中 第68期 第69期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 23,176 24,646 27,985 48,238 52,767

経常利益 (百万円) 1,597 1,960 3,754 3,500 5,471

中間(当期)純利益 (百万円) 980 1,382 2,507 2,147 3,525

資本金 (百万円) 3,284 3,284 4,413 3,284 3,288

発行済株式総数 (株) 53,717,518 53,717,518 55,635,507 53,717,518 53,725,034

純資産額 (百万円) 42,784 45,115 53,820 44,852 47,735

総資産額 (百万円) 74,255 77,506 84,870 76,069 81,971

１株当たり純資産額 (円) 800.67 844.08 969.45 838.95 891.55

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 18.34 25.88 46.37 39.71 65.40

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 16.77 23.64 43.29 36.31 59.73

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) 7.50 7.50 10.00 15.00 17.50

自己資本比率 (％) 57.6 58.2 63.4 59.0 58.2

従業員数 (名) 875 896 951 867 906



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重

要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、下記の会社を設立し新たに連結対象といたしました。 

  

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 平成17年７月に森下仁丹㈱と共同出資で設立いたしました。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、契約社員及び嘱員を含めて表示しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、契約社員及び嘱員(257名)を含めて表示しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

特記すべき事項はありません。 

名称 住所
資本金又は
出資金 
(百万円)

主要な事業の
内容

議決権の
所有割合 
(％)

関係内容

(連結子会社)

㈱メディケアシステムズ 大阪市生野区 90
内服関連
その他

70.0
当社および森下仁丹㈱等の 
製品の販売 
役員の兼任１名

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

アイケア関連 663

スキンケア関連 1,125

内服関連 199

その他 276

全社(共通) 86

合計 2,349

従業員数(名) 951



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間の我が国経済は、企業収益の改善や民間設備投資の増加などに牽引され緩やか

な回復基調で推移いたしました。しかしながら、原油価格高騰の長期化による影響や、年金問題を始

めとする将来への不安感などもあり、依然として先行きに不透明感の漂う状況が続いております。ヘ

ルスケア関連業界におきましても、個人消費が明確な回復の兆しが見られない状況の中、業種・業態

を越えた競争の激化など厳しい経営環境が続いております。このような状況のもと、当社グループは

顧客志向の新製品開発やマーケティング活動により新規分野への開拓に努めるなど、積極的な営業活

動を展開してまいりました。 

 売上高は、393億６千３百万円と前年同期に比べ71億５千６百万円(22.2％)の大幅な増収となりま

した。国内事業の売上は、「肌研(ハダラボ)」や「オバジ」シリーズなどビューティー関連が引続き

順調なことに加え、新ブランド「美活工房」も順調で、16.3％の伸びとなりました。海外事業の売上

におきましても、昨年12月に取得いたしましたニキビ治療薬「ＯＸＹ」ブランドの寄与やアジアの伸

張により40.9％の大幅な伸びとなりました。 

 利益面につきましては、売上が好調に推移したことに加え販売費及び一般管理費の効率的活用に努

めました結果、営業利益は48億５千６百万円と前年同期に比べ23億４千５百万円(93.4％)の大幅な増

益となりました。経常利益も46億７千６百万円と前年同期に比べ21億９千２百万円(88.3％)の大幅増

益、中間純利益につきましても31億６千４百万円と前年同期に比べ15億３千４百万円(94.1％)の大幅

増益となり過去最高を更新いたしました。 

  

①事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

(アイケア関連) 

目薬・洗眼薬は、国内において３月に花粉関連品とあわせて早期出荷を行ったことに加え、新

製品・リニューアル品がなかったこともあり、前年同期比ではやや減収となりました。一方、コ

ンタクトレンズケア関連は装着液「ロートＣキューブモイスクッション」の新発売など堅調に推

移しました。また、コンタクトレンズも「ｉ.Ｑ.」シリーズが増収に寄与いたしました。 

 海外におきましては、アジアが順調に推移しており、アイケア関連トータルでは、売上高119億

８百万円と前年同期に比べ５億２千５百万円(4.6％)の増収、営業利益は42億７千６百万円と前年

同期に比べ８億３千１百万円(24.1％)の大幅な増益となりました。 

(スキンケア関連) 

「肌研(ハダラボ)」ブランドに白潤シリーズがラインアップしたことや「オバジパーフェクト

リフトＡＡ」の新発売などビューティー関連が順調に推移いたしました。また、夏場の猛暑によ

り日焼け止め、制汗剤などが堅調なことに加え、新製品のリップクリームやしみ・しわ対策液シ

リーズ「メラノバスター」「リニアバスター」も増収に寄与いたしました。 

 海外におきましても、「ＯＸＹ」ブランドの寄与や、中国をリード役に売上が好調であったア

ジアが順調に推移しております。その結果、スキンケア関連トータルでは、売上高203億３千４百

万円と前年同期に比べ48億６千１百万円(31.4％)の大幅な増収、営業利益は24億２千３百万円と

前年同期に比べ12億４千３百万円(105.5％)の大幅な増益となりました。 

(内服関連) 

話題のαリポ酸を配合した新ブランド「美活工房」が順調に推移したことに加え、森下仁丹㈱と
の共同出資による販売会社である㈱メディケアシステムズ設立に伴う増収もあり、内服関連トー

タルでは、売上高42億６千４百万円と前年同期に比べ５億１千１百万円(13.6％)の増収となり、

営業損失は２億９千万円と前年同期に比べ３億６千９百万円(56.0％)の減少となりました。 

(その他) 

競合激化の妊娠検査薬及び排卵日検査薬の「ドゥーテスト」ブランドは横ばいであったものの

新製品のパッチ剤や㈱メディケアシステムズ設立に伴う売上が増収に寄与いたしました。その結

果、その他分野トータルでは売上高28億５千７百万円と前年同期に比べ12億５千７百万円

(78.6％)の大幅な増収となりましたが、営業損失は３億５千万円と前年同期に比べ８千１百万円

(30.5％)の増加となりました。 
  



②所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

(日本) 

主力のアイケア関連は横ばいとなりましたが、「肌研(ハダラボ)」や「オバジ」シリーズなど

ビューティー関連が引続き順調なことに加え、新ブランド「美活工房」など新製品群も順調に推

移いたしました。また、森下仁丹㈱との共同出資による販売会社㈱メディケアシステムズ設立に

伴う増収もあり、外部顧客への売上高は284億２千５百万円と前年同期に比べ39億８千２百万円

(16.3％)の増収となりました。利益面につきましては、売上高の増加に加え、原価低減、販売費

及び一般管理費の効率的使用に努めた結果、営業利益は38億６千３百万円と前年同期に比べ19億

１千万円(97.8％)の大幅な増益となりました。 

(北米) 

昨年12月に取得いたしましたニキビ治療薬「ＯＸＹ」ブランドの寄与により、外部顧客への売

上高は38億２千３百万円と前年同期に比べ17億２千６百万円(82.4％)の大幅な増収となりまし

た。営業利益は１億６百万円と前年同期(営業損失１億７千７百万円)に比べ２億８千３百万円の

増益となりました。 

(ヨーロッパ) 

ニキビ治療薬「ＯＸＹ」ブランドの寄与により、外部顧客への売上高は19億７千２百万円と前

年同期に比べ４億９千１百万円(33.2％)の増収となりましたが、営業利益は１億２千８百万円と

前年同期に比べ６百万円(4.7％)の減益となりました。 

(アジア) 

目薬や洗顔剤等が好調に推移したことにより、外部顧客への売上高は46億９千８百万円と前年

同期に比べ９億１千万円(24.0％)の増収、営業利益は８億３百万円と前年同期に比べ３億５千６

百万円(79.9％)の増益となりました。 

(その他) 

スキンケア関連の売上増により、外部顧客への売上高は４億４千４百万円と前年同期に比べ４

千５百万円(11.3％)の増収、営業利益は５千２百万円と前年同期に比べ３千２百万円(166.2％）

の増益となりました。 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、税金等調整前中間純

利益は増加しましたが、法人税等の支払額や有形固定資産の取得による支出が大幅に増加したことに

より、前連結会計年度末に比べ36億４千６百万円減少し、当中間連結会計期間末には47億７千万円と

なりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は、７億９千９百万円と前年同期に比

べ９億５千２百万円減少しました。これは、税金等調整前中間純利益が49億４百万円(前年同期比

88.7％増)と大幅に増加しましたが、棚卸資産の増加額が20億８百万円(同43.1％増)と増加したこと

や法人税等の支払額が25億１千万円(同434.6％増)と大幅に増加したこと等によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は、34億５千６百万円と前年同期に比

べ19億９百万円増加しました。これは、上野工場及び中央物流センタ－の機能強化を中心とした設

備投資により、有形固定資産の取得による支出が29億８千４百万円(同214.8％増)と大幅に増加した

こと等によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は、11億１千６百万円と前年同期に比

べ５千７百万円減少しました。これは、長期借入金の返済による支出が９億３千３百万円(同30.1％

増)と増加しましたが、株式の発行による収入が２億３千２百万円あったこと等によるものでありま

す。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであり

ます。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであり

ます。 

  

 
(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注状況 

当社グループは、製品ごとの販売計画を基礎として生産計画を立案し、これによって生産を行って

いるので受注生産はしておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

アイケア関連 13,975 16.9

スキンケア関連 20,510 54.4

内服関連 3,532 △21.5

その他 1,195 8.7

合計 39,214 27.2

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(百万円) 前年同期比(％)

アイケア関連 648 17.2

スキンケア関連 1,978 4.1

内服関連 1,036 150.9

その他 1,260 191.3

合計 4,924 49.2



(4) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであり

ます。 

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

アイケア関連 11,908 4.6

スキンケア関連 20,334 31.4

内服関連 4,264 13.6

その他 2,857 78.6

合計 39,363 22.2

相手先

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

㈱大木 5,564 17.3 6,208 15.3

丹平中田㈱ 5,266 16.4 5,203 13.2



５ 【研究開発活動】 

当社グループは、消費者の快適性の実現と高機能を付加した製品の提供を目的として、アイケア関

連、スキンケア関連、内服関連を中心に、独創的かつ差異化した製品の研究開発活動を積極的に展開し

ております。当社では、当中間連結会計期間において新研究所(ロートリサーチビレッジ京都)取得に関

する契約を締結いたしました。今後、機能性化粧品や、特定保健用食品を含む高機能性食品の領域に実

効性のある、独自性の高い新製品を投入することを通して事業基盤の強化を図ってまいります。また、

新研究所を拠点に、ベンチャー企業とのコラボレーション、国内外研究者との共同研究の推進を図るな

ど研究開発の効率化、スピード化を進めてまいります。 

 当中間連結会計期間の連結会社の研究開発費総額は、14億９千５百万円であり、各セグメント別の研

究の目的、主要課題、研究成果及び研究開発費は、次のとおりであります。 

  

(1) アイケア関連 

当社を中心に、この分野のマーケットリーダーとしての優位性維持のため、高品位の製品開発を視

野に作用成分の遺伝子解析による機能解析や、遺伝子工学的手法による作用成分の探索、機能に特化

した製剤技術研究等を一層強化し、消費者の快適性の実現、効果・持続性の増強、安全性の向上等の

高機能を付加した消費者ニーズに対応した製品の研究開発を積極的に行っております。 

 当中間連結会計期間における主な成果としまして、点眼剤では、コンタクトレンズ装着時の快適性

を高め、ひんやり気持ちいいつけ心地を実現した「ロートＣキューブモイスクッション」を発売いた

しました。当事業に係る研究開発費は、３億９千５百万円であります。 

  

(2) スキンケア関連 

当社及びメンソレータム社を中心に、医薬品、医薬部外品及び化粧品等の分野を中心として、消費

者の快適性の実現や製薬企業としての技術基盤に基づく、より一層の安全性・有効性の向上、さらに

機能性を高めて競合他社品との差異化を図ることを重点課題として、研究開発活動を行うとともに、

積極的に新規分野の拡大を目指しております。 

  当中間連結会計期間における主な成果としまして、医薬品では尿素20％とかゆみ止め成分２種を配

合した乾燥性皮膚治療薬「メンソレータムＡＤ２０乳液タイプ」「メンソレータムＡＤ２０クリーム

タイプ」、医薬部外品ではビタミンC誘導体を閉じ込めた粒を含む４種類のビタミンを配合したハン

ドクリーム「ビタミンクリーム」、化粧品では「肌研(ハダラボ)極潤」シリーズに「極潤ヒアルロン

クリーム」をラインアップし、さらにアルブチンとビタミンＣを全品に配合した「肌研(ハダラボ)白

潤」シリーズ５品、話題のコエンザイムＱ１０配合の「肌研(ハダラボ)弾力肌うるおい集中クリー

ム」、ナノカプセル技術を採用したビタミンＡ配合美容液「オバジパーフェクトリフトＡＡ」２品、

また本物の果汁を配合した「メンソレータムもぎたて果実」などリップケア製品４ブランド14品を一

斉に刷新して発売いたしました。海外においては北米で、「Softlips Enriched Shea & Mango 

Butter」、「WellPatch Cough & Cold」を発売いたしました。当事業に係る研究開発費は、７億７千

２百万円であります。 

  

(3) 内服関連 

当社を中心として、当事業における積極的な製品拡大を重点課題として、医薬品、新医薬部外品及

び特定保健用食品、サプリメント等を中心として、有効性と消費者の快適性を重視した製品の積極的

な研究開発活動を行っております。 

  当中間連結会計期間における主な成果としまして、サプリメントでは、機能性乳酸菌とブドウ種子

抽出物など５種の美容成分を配合した美と健康のためのサプリメント「コスメサプリホワイト」、女

性のキレイを育てる「美活工房」を発売いたしました。当事業に係る研究開発費は、１億８千９百万

円であります。 

  

(4) その他 

当社を中心に、海外企業及び国内企業との協働活動を積極的に進め、妊娠検査薬などで定評のある

当社の得意とするイムノクロマト技術を生かしたインフルエンザウィルス検査薬「チェックFlu A・

B」をはじめ体外検査薬、義歯関連品及び衛生雑貨等を中心として、新たな消費者のニーズに対応し

た製品の追求とさらなる新規分野開拓のための積極的な研究開発活動を行っております。当事業に係

る研究開発費は、１億３千８百万円であります。 

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

なお、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は次のとおりであります。 

  

 
  

  

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 
名称

設備の
内容

投資予定額
(百万円) 資金調達

方法

着手及び完了予定
完成後の
増加能力

総額 既支払額 着手 完了

当社

ロートリサーチ
ビレッジ京都
(京都府相楽郡
木津町)

アイケア関連 
スキンケア 
関連 
内服関連 
その他

研究設備
(譲受) 2,700 260 自己資金

平成17年
７月

平成17年
10月

研究機能
の拡充



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 平成17年９月５日開催の取締役会決議により、平成17年11月18日付で株式分割に伴う定款の変更が行われ、

会社が発行する株式の総数は199,698,000株増加し、399,396,000株となっております。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) １ 平成17年11月18日付をもって１株を２株に株式分割し、発行済株式総数が55,635,507株増加しております。

２ 平成17年10月１日から平成17年11月30日までの間に転換社債の転換が行われ、発行済株式総数が1,697,570

株増加しております。 

３ 提出日現在の発行数には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使(旧転換

社債等の権利行使を含む。)により発行された株式数は、含まれておりません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 199,698,000

計 199,698,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 55,635,507 112,968,584

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部)

―

計 55,635,507 112,968,584 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

当社は商法第280条ノ20及び第281条ノ21の規定に基づき、新株予約権を発行しており、その内容

は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整

するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の

目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

ただし、上記１に定める株式の数の調整を行った場合は、同様の調整を行う。 

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
４ 平成17年11月18日付をもって平成17年９月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株

主の所有株式数を１株につき、２株の割合をもって分割しております。これにより提出日の前月末現在の

新株予約権の目的となる株式数、払込金額、発行価格及び資本組入額が調整されております。 

  

② 旧転換社債等 

当社は旧商法第341条ノ２の規定に基づき、転換社債を発行しております。当該転換社債の残

高、転換価格及び資本組入額は次のとおりであります。 

  

 
(注) 平成17年11月18日付をもって平成17年９月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主

の所有株式数を１株につき、２株の割合をもって分割しております。これにより提出日の前月末現在の転換

価格及び資本組入額が調整されております。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

株主総会の特別決議日(平成15年６月25日)

中間会計期間末現在
(平成17年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日)

新株予約権の数(個)        71 (注)２        71 (注)２

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)      71,000 (注)１          142,000 (注)1,4

新株予約権の行使時の払込金額(円)               979 (注)３        490 (注)3,4

新株予約権の行使期間
平成17年７月１日～
平成20年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格   979  
資本組入額   490   

発行価格   490      
資本組入額   245  (注)４  

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割り当てを受け
たものは、権利行使時におい
ても、当社の取締役若しくは
従業員の地位にあることを要
する。ただし、取締役の任期
満了による退任その他取締役
会が正当な理由があると認め
た場合は、この限りではな
い。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡及び質入の
禁止

同左

 調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

第２回無担保転換社債(平成13年９月13日発行)

中間会計期間末現在
(平成17年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日)

転換社債の残高(百万円) 3,922        2,906 

転換価格(円) 1,197 598.5 (注)

資本組入額(円) 599 300 (注)



 
(注) １ 転換社債の転換により、発行済株式総数1,728,473株、資本金1,035百万円、資本準備金1,033百万円とそ

れぞれ増加しております。 

また、ストックオプションの権利行使により、発行済株式総数182,000株、資本金89百万円、資本準備金

88百万円とそれぞれ増加しております。 

２ 平成17年11月18日付をもって１株を２株に株式分割し、発行済株式総数が55,635,507株増加しております。

３ 平成17年10月１日から平成17年11月30日までの間に転換社債の転換により、発行済株式総数1,697,570株、

資本金509百万円、資本準備金506百万円それぞれ増加しております。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年４月１日 
～ 

平成17年９月30日 
        (注)１

1,910,473 55,635,507 1,124 4,413 1,122 3,526

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本マスタートラスト 
信託銀行㈱

東京都港区浜松町２丁目11－３ 4,161 7.48

日本トラスティ・サービス 
信託銀行㈱

東京都中央区晴海１丁目８－11 3,954 7.11

㈲山田興産 兵庫県芦屋市東芦屋町19－15 2,037 3.66

山昌興産㈱ 兵庫県西宮市南郷町９－45 1,752 3.15

山 田 茂 子 兵庫県西宮市満池谷町９－８ 1,560 2.80

㈱ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦３丁目21－24 1,508 2.71

山 田 清 子 大阪市生野区巽西１丁目８－１ 1,484 2.67

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 1,471 2.64

山 田 安 定 東京都渋谷区広尾４丁目１－18－207 1,201 2.16

㈱東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 1,143 2.05

計 ― 20,272 36.44

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 4,161千株

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 3,954千株



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権２個)含

まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式749株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 上記最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

２ □印は、株式分割(１：２)による権利落後の株価を示しております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

(注) 当社では執行役員制度を導入しております。前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出

日までにおいて、執行役員の異動はありません。 

  
  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 118,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

55,125,000
55,125 ―

単元未満株式  
普通株式 392,507 ― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 55,653,507 ― ―

総株主の議決権 ― 55,125 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
ロート製薬株式会社

大阪市生野区巽西 
１丁目８－１

118,000 ― 118,000 0.2

計 ― 118,000 ― 118,000 0.2

月別
平成17年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,347 1,342 1,446 1,521 1,838
1,980
□1,199

最低(円) 1,233 1,282 1,334 1,439 1,404
1,836
□986



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸

表等の用語、株式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内

閣府令第５号)附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等

の用語、株式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府

令第５号)附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16

年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結

会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査

を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 4,861 4,269 6,815

 ２ 受取手形及び売掛金 18,319 21,957 20,506

 ３ 有価証券 1,536 500 1,610

 ４ 棚卸資産 10,405 12,877 10,761

 ５ 繰延税金資産 1,853 1,930 2,090

 ６ その他 1,067 1,159 1,446

   貸倒引当金 △340 △406 △367

  流動資産合計 37,703 45.5 42,289 41.0 42,862 44.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※1

  (1) 建物及び構築物 ※3,4 12,503 12,543 12,090

  (2) 機械装置及び 
     運搬具

5,748 5,308 5,001

  (3) 工具器具備品 1,047 1,327 1,061

  (4) 土地 ※3 5,033 5,797 5,791

  (5) 建設仮勘定 463 24,796 29.9 1,940 26,918 26.1 876 24,822 25.5

 ２ 無形固定資産

  (1) 営業権 1,808 8,267 7,773

  (2) 商標権 ― 2,524 2,040

  (3) 連結調整勘定 182 130 156

  (4) その他 969 2,960 3.6 894 11,817 11.5 859 10,829 11.1

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※3 16,372 21,145 17,931

  (2) 繰延税金資産 55 16 8

  (3) その他 1,193 1,047 1,047

    貸倒引当金 △150 17,470 21.0 △185 22,024 21.4 △150 18,837 19.4

  固定資産合計 45,227 54.5 60,759 59.0 54,490 56.0

  資産合計 82,931 100.0 103,048 100.0 97,353 100.0



 

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 5,740 7,049 5,576

 ２ 短期借入金 ※3 1,527 3,292 3,305

 ３ 未払費用 7,508 8,378 8,419

 ４ 未払法人税等 1,673 1,637 2,789

 ５ 未払消費税等 180 72 266

 ６ 預り金 2,640 2,786 2,785

 ７ 賞与引当金 991 1,091 1,195

 ８ 返品調整引当金 640 650 600

 ９ 売上割戻引当金 1,806 1,643 1,925

 10 その他 2,454 2,848 2,525

  流動負債合計 25,164 30.3 29,450 28.6 29,390 30.2

Ⅱ 固定負債

 １ 転換社債 6,000 3,922 5,991

 ２ 長期借入金 ※3 2,586 7,636 7,966

 ３ 退職給付引当金 1,712 872 1,814

 ４ 役員退任慰労引当金 570 607 589

 ５ 繰延税金負債 2,628 4,752 3,342

 ６ その他 170 169 156

  固定負債合計 13,669 16.5 17,961 17.4 19,859 20.4

  負債合計 38,833 46.8 47,411 46.0 49,249 50.6

(少数株主持分)

  少数株主持分 8 0.0 70 0.1 9 0.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 3,284 4.0 4,413 4.3 3,288 3.4

Ⅱ 資本剰余金 2,401 2.9 3,535 3.4 2,408 2.5

Ⅲ 利益剰余金 35,071 42.3 41,118 39.9 38,519 39.5

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

5,324 6.4 7,966 7.7 6,147 6.3

Ⅴ 為替換算調整勘定 △1,731 △2.1 △1,342 △1.3 △2,058 △2.1

Ⅵ 自己株式 △261 △0.3 △125 △0.1 △212 △0.2

  資本合計 44,089 53.2 55,566 53.9 48,094 49.4

  負債、少数株主持分 
  及び資本合計

82,931 100.0 103,048 100.0 97,353 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(平成17年４月１日～
平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 32,207 100.0 39,363 100.0 73,331 100.0

Ⅱ 売上原価 11,911 37.0 14,275 36.3 26,310 35.9

   売上総利益 20,295 63.0 25,088 63.7 47,021 64.1

   返品調整引当金 
   繰入額

150 0.5 50 0.1 110 0.1

   差引売上総利益 20,145 62.5 25,038 63.6 46,911 64.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 販売促進費 4,306 4,660 9,134

 ２ 広告宣伝費 5,346 6,535 12,743

 ３ 給料賞与 2,033 2,343 4,516

 ４ 賞与引当金繰入額 533 575 648

 ５ 退職給付費用 145 268 286

 ６ 役員退任慰労引当金 
   繰入額

37 37 65

 ７ 減価償却費 348 345 722

 ８ 連結調整勘定償却額 26 26 52

 ９ 研究開発費 1,405 1,495 2,849

 10 貸倒引当金繰入額 54 21 95

 11 その他 3,396 17,634 54.7 3,872 20,181 51.3 7,413 38,527 52.6

   営業利益 2,511 7.8 4,856 12.3 8,383 11.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 29 34 59

 ２ 受取配当金 117 128 200

 ３ 持分法による 
   投資利益

30 5 57

 ４ 受取保険金 25 ― ―

 ５ その他 41 244 0.8 129 298 0.8 231 549 0.8

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 67 212 192

 ２ 棚卸資産廃棄損 147 161 376

 ３ その他 57 272 0.9 104 478 1.2 70 638 0.9

   経常利益 2,483 7.7 4,676 11.9 8,294 11.3

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※1 85 ― 85

 ２ 投資有価証券売却益 ― 227 ―

 ３ 販売権売却益 ※2 30 115 0.4 ― 227 0.6 30 115 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ― ― 116

 ２  退職給付制度一部 
      終了損失

― ― ― ― ― ― 16 132 0.2

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

2,598 8.1 4,904 12.5 8,276 11.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,435 1,388 3,303

   法人税等調整額 △465 969 3.0 343 1,732 4.4 △502 2,801 3.8

   少数株主利益(控除) △1 △0.0 7 0.1 0 0.0

   中間(当期)純利益 1,630 5.1 3,164 8.0 5,475 7.5



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(平成17年４月１日～
平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 2,399 2,408 2,399

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 転換社債の転換 ― 1,122 4

 ２ 自己株式処分差益 1 1 4 1,126 4 9

Ⅲ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高

2,401 3,535 2,408

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 33,860 38,519 33,860

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 在外子会社の米国会計 
   基準適用に伴う剰余金 
   増加高

― ― 10

 ２ 米国会計基準による 
   年金債務追加負担額戻入

7 ― ―

 ３ 在外子会社に係る 
   過年度税効果調整額

― 6 ―

 ４ 中間(当期)純利益 1,630 1,637 3,164 3,170 5,475 5,485

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 400 535 801

 ２ 取締役賞与 25 30 25

 ３ 在外子会社の米国会計 
   基準適用に伴う剰余金 
   減少高

― 425 6 571 ― 826

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高

35,071 41,118 38,519



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(平成17年４月１日～
平成17年９月30日)

前連結会計年度の
キャッシュ・フロー

計算書
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

2,598 4,904 8,276

   減価償却費 1,492 1,382 3,059

   連結調整勘定償却額 26 26 52

   貸倒引当金の増減額 55 56 95

   賞与引当金の増減額 112 △104 316

   退職給付引当金の増減額 21 △953 132

   返品調整引当金の増減額 150 50 110

   売上割戻引当金の増減額 641 △281 760

   固定資産除却損 ― ― 116

   固定資産売却損益 △85 ― △85

   投資有価証券売却損益 ― △227 ―

   受取利息及び受取配当金 △146 △163 △260

   支払利息 67 212 192

   持分法による投資損益 △30 △5 △57

   売上債権の増減額 △2,087 △1,080 △4,385

   棚卸資産の増減額 △1,403 △2,008 △1,782

   仕入債務の増減額 730 1,382 521

   役員賞与の支払額 △25 △30 △25

   その他 26 204 868

    小計 2,143 3,363 7,903

   利息及び配当金の受取額 144 158 252

   利息の支払額 △66 △212 △192

   法人税等の支払額 △469 △2,510 △1,247

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

1,752 799 6,716

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   有価証券の純増減額 △10 9 17

   有形固定資産の取得による 
   支出

△948 △2,984 △2,587

   有形固定資産の売却による 
   収入

129 ― 170

   無形固定資産の取得による 
   支出

△47 △456 △8,364

   投資有価証券の取得による 
   支出

△564 △177 △691

   投資有価証券の売却による 
   収入

3 251 5

   貸付による支出 △104 ― ―

   その他 △5 △98 △16

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△1,547 △3,456 △11,468



 

  

前中間連結会計期間

(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(平成17年４月１日～
平成17年９月30日)

前連結会計年度の
キャッシュ・フロー

計算書
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額 △68 32 1,076

   長期借入による収入 ― ― 7,010

   長期借入金の返済による 
   支出

△717 △933 △1,428

   株式発行による収入 ― 232 ―

   自己株式の売却による収入 ― 115 ―

   配当金の支払額 △400 △535 △801

   その他 12 △28 59

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△1,174 △1,116 5,915

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
  係る換算差額

△10 127 △89

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増減額

△980 △3,646 1,074

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

7,342 8,416 7,342

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

6,361 4,770 8,416



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間連結会計期間
(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(平成17年４月１日～
平成17年９月30日)

前連結会計年度
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

１ 連結の範囲に関

する事項

  連結子会社の数 18社

  主要な連結子会社の名称

   ロートＵＳＡ

   メンソレータム社

   ロート・メンソレータム・ベ

トナム社

   ロート・インドネシア社

   メンソレータム社・イギリス

   メンソレータム社・アジアパ

シフィック

   メンソレータム社・中国

なお、子会社ロート・ファル

マ・インドネシア社について

は、連結総資産、連結売上高、

中間連結純損益及び連結利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ重要性がないため、連

結の範囲から除いております。

  連結子会社の数 19社

  主要な連結子会社の名称

   ロートＵＳＡ

   メンソレータム社

   ロート・メンソレータム・ベ

トナム社

   メンソレータム社・イギリス

   メンソレータム社・アジアパ

シフィック

   メンソレータム社・中国

   エムジーファーマ㈱

   ㈱メディケアシステムズ

なお、子会社ロート・ファル

マ・インドネシア社について

は、連結総資産、連結売上高、

中間連結純損益及び連結利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ重要性がないため、連

結の範囲から除いております。 

また、当中間連結会計期間中に

子会社となった㈱メディケアシ

ステムズを連結の範囲に含めて

おります。

  連結子会社の数 18社

  主要な連結子会社の名称は、

「第１ 企業の概況 ４ 関係

会社の状況」に記載しているた

め省略しております。

  なお、子会社ロート・ファル

マ・インドネシア社について

は、連結総資産、連結売上高、

連結純損益及び連結利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ重要性がないため、連結の

範囲から除いております。

２ 持分法の適用に

関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社

数           １社

   ロート・ファルマ・インドネ

シア社

(2) 持分法を適用した関連会社数

１社

   ㈱日本ジョセフィン社

(3) 持分法を適用しない関連会社数

３社

   大和開発興業㈱

   その他２社

  なお、持分法を適用していない

関連会社については、中間連結

純損益及び連結利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ

重要性がないため、持分法を適

用しておりません。

(1) 持分法を適用した非連結子会社

数           １社

   ロート・ファルマ・インドネ

シア社

(2) 持分法を適用した関連会社数

１社

   ㈱日本ジョセフィン社

(3) 持分法を適用しない関連会社数

３社

   大和開発興業㈱

   その他２社

  なお、持分法を適用していない

関連会社については、中間連結

純損益及び連結利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ

重要性がないため、持分法を適

用しておりません。

(1) 持分法を適用した非連結子会社

数           １社

   ロート・ファルマ・インドネ

シア社

(2) 持分法を適用した関連会社数

１社

   ㈱日本ジョセフィン社

(3) 持分法を適用しない関連会社数

３社

   大和開発興業㈱

   その他２社

  なお、持分法を適用していない

関連会社については、連結純損

益及び連結利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ重要

性がないため、持分法を適用し

ておりません。

３ 連結子会社の中

間決算日(決算

日)等に関する

事項

  連結子会社18社のうち、エムジ

ーファーマ㈱の中間決算日は中

間連結決算日と一致しており、

メンソレータム社・中国ほか３

社は６月30日であり、ロートＵ

ＳＡ、メンソレータム社ほか11

社は８月31日であり、中間連結

決算日との差は３ヶ月以内であ

るため、当該連結子会社の中間

財務諸表を基礎として連結を行

っております。ただし、中間連

結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な

調整を行っております。

  連結子会社19社のうち、㈱メデ

ィケアシステムズほか１社の中

間決算日は中間連結決算日と一

致しており、メンソレータム

社・中国ほか３社は６月30日で

あり、ロートＵＳＡ、メンソレ

ータム社、メンソレータム社・

アジアパシフィックほか10社は

８月31日であり、中間連結決算

日との差は３ヶ月以内であるた

め、当該連結子会社の中間財務

諸表を基礎として連結を行って

おります。ただし、中間連結決

算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整

を行っております。

  連結子会社18社のうち、エムジ

ーファーマ㈱の決算日は連結決

算日と一致しており、メンソレ

ータム社・中国ほか３社は12月

31日であり、ロートＵＳＡ、メ

ンソレータム社ほか11社は２月

28日であります。連結財務諸表

の作成にあたり、決算日の異な

る連結子会社については、連結

決算日との間に生じた重要な取

引について、連結上必要な調整

を行っております。



項目
前中間連結会計期間
(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(平成17年４月１日～
平成17年９月30日)

前連結会計年度
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

４ 会計処理基準に

関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法

  ①有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの

     中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法

  ①有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの

同左

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法

  ①有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの

     連結決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

    時価のないもの

     移動平均法による原価法

    時価のないもの

     移動平均法による原価法

なお、当社は、投資事業

有限責任組合及びそれに

類する組合への出資(証

券取引法第2条第2項によ

り有価証券とみなされる

もの)については、組合

契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で

取り込む方法によってお

ります。

    時価のないもの

     移動平均法による原価法

  ②棚卸資産

    当社及び国内連結子会社

     総平均法による原価法

    在外連結子会社

     主として先入先出法によ

る低価法

  ②棚卸資産

同左

  ②棚卸資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法

  ①有形固定資産

    当社及び国内連結子会社

     定率法

     ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建

物附属設備を除く)につ

いては、定額法を採用し

ております。

    在外連結子会社

     主として定額法

  ①有形固定資産

同左

  ①有形固定資産

同左

  ②無形固定資産

    当社及び国内連結子会社

     定額法

     なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内

における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を

採用しております。

  ②無形固定資産

    当社及び国内連結子会社

同左

  ②無形固定資産

    当社及び国内連結子会社

同左

    在外連結子会社

     米国連結子会社の営業権

については、米国財務会

計基準審議会基準書第

142号「営業権及びその

他の無形固定資産」を適

用しております。

    在外連結子会社

     米国連結子会社は、米国

財務会計基準審議会基準

書第142号「営業権及び

その他の無形固定資産」

を適用しております。

    在外連結子会社

同左

(3) 重要な引当金の計上基準

  ①貸倒引当金

    債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

  ①貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基準

  ①貸倒引当金

同左



項目
前中間連結会計期間
(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(平成17年４月１日～
平成17年９月30日)

前連結会計年度
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

  ②賞与引当金

当社及び国内連結子会社

は、従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、将来の支給見込額のう

ち当中間連結会計期間の負

担額を計上しております。

在外連結子会社は、主とし

て支給見込額を未払費用に

計上しております。

  ②賞与引当金

同左

  ②賞与引当金

当社及び国内連結子会社

は、従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、将来の支給見込額のう

ち当連結会計年度の負担額

を計上しております。

在外連結子会社は、主とし

て支給見込額を未払費用に

計上しております。

  ③返品調整引当金

    当社は、返品による損失に

備えて、当中間連結会計期

間末売掛金を基準とした返

品見込額に対する売買利益

の見積額を計上しておりま

す。

  ③返品調整引当金

当社及び国内連結子会社

は、返品による損失に備え

て、当中間連結会計期間末

売掛金を基準とした返品見

込額に対する売買利益の見

積額を計上しております。

  ③返品調整引当金

    当社は、返品による損失に

備えて、当連結会計年度末

売掛金を基準とした返品見

込額に対する売買利益の見

積額を計上しております。

  ④売上割戻引当金

    当社は、当中間連結会計期

間の売上高に対する将来の

売上割戻に備えて、当中間

連結会計期間末売掛金に割

戻見積率を乗じた金額を計

上しております。

    

  ④売上割戻引当金

当社及び国内連結子会社

は、当中間連結会計期間の

売上高に対する将来の売上

割戻に備えて、当中間連結

会計期間末売掛金に割戻見

積率を乗じた金額を計上し

ております。

  ④売上割戻引当金

    当社は、当連結会計年度の

売上高に対する将来の売上

割戻に備えて、当連結会計

年度末売掛金に割戻見積率

を乗じた金額を計上してお

ります。

    

  ⑤退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数(５年～25年)による定

額法により費用処理してお

ります。 

数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数(主として15年)による定

額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しておりま

す。

  ⑤退職給付引当金

当社及び国内連結子会社

は、従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。

    また、米国連結子会社は、

米国財務会計基準審議会基

準書第87号「年金の会計処

理」に基づく処理を行って

おります。

    過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数(５年～18年)による定

額法により費用処理してお

ります。

    数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数(主として15年)による定

額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しておりま

す。

  ⑤退職給付引当金

    当社は、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に

基づき、当連結会計年度末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。 

また、米国連結子会社は、

米国財務会計基準審議会基

準書第87号「年金の会計処

理」に基づく処理を行って

おります。 

過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数(５年～18年)による定

額法により費用処理してお

ります。 

数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数(主として15年)による定

額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しておりま

す。

  ⑥役員退任慰労引当金

    当社は、役員の退任慰労金

支給に備えて、内規に基づ

く当中間連結会計期間末要

支給額の100％を計上して

おります。また、一部の在

外連結子会社においても、

役員に対して、退任慰労引

当金を計上しております。

  ⑥役員退任慰労引当金

同左

  ⑥役員退任慰労引当金

    当社は、役員の退任慰労金

支給に備えて、内規に基づ

く当連結会計年度末要支給

額の100％を計上しており

ます。また、一部の在外連

結子会社においても、役員

に対して、退任慰労引当金

を計上しております。



項目
前中間連結会計期間
(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(平成17年４月１日～
平成17年９月30日)

前連結会計年度
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間連

結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。な

お、在外連結子会社の資産及び

負債は、在外連結子会社の中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は在

外連結子会社の会計期間に基づ

く期中平均為替相場により円貨

に換算し、換算差額は少数株主

持分及び資本の部における為替

換算調整勘定に含めておりま

す。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準

同左

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在

外連結子会社の資産及び負債

は、在外連結子会社の決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は在外連結子

会社の会計期間に基づく期中平

均為替相場により円貨に換算

し、換算差額は少数株主持分及

び資本の部における為替換算調

整勘定に含めております。 

(5) 重要なリース取引の処理方法

当社及び国内連結子会社は、リ

ース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によって

おり、在外連結子会社において

は、主として通常の売買取引に

準じた会計処理によっておりま

す。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方法

  ①繰延ヘッジ等のヘッジ会計の

方法

    繰延ヘッジ処理によってお

ります。

    なお、為替予約等が振当処

理の要件を満たしている場

合については、振当処理を

行っております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

  ①繰延ヘッジ等のヘッジ会計の

方法

    繰延ヘッジ処理によってお

ります。なお、為替予約等

が振当処理の要件を満たし

ている場合については、振

当処理を行っております。

    また、米国連結子会社は、

米国財務会計基準審議会基

準書第133号「金融派生商

品の会計処理」に基づく処

理を行っております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

  ①繰延ヘッジ等のヘッジ会計の

方法

同左

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象

    ヘッジ手段

     先物為替予約

    ヘッジ対象

     外貨建営業債権債務及び

外貨建投融資

 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

先物為替 

予約

外貨建営業 

債権債務 

外貨建投融資

金利 

スワップ

借入金に係る

利息

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  ③ヘッジ方針

    当社は、海外への送金をよ

り有利な為替レートにより

行うため、為替変動リスク

をヘッジする目的で先物為

替予約を行っております。

  ③ヘッジ方針

当社及び連結子会社は、為

替変動リスクをヘッジする

目的で先物為替予約を行

い、また、借入金の金利変

動リスクを回避する目的で

金利スワップを行っており

ます。

  ③ヘッジ方針

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(平成17年４月１日～
平成17年９月30日)

前連結会計年度
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

  ④ヘッジ有効性評価の方法

    内部規定に従って、ヘッジ

対象に対し同一通貨建によ

る同一期日の先物為替予約

をそれぞれ振り当てている

ため、その後の為替相場の

変動による相関関係は確保

されており、その判定をも

って有効性の判定に代えて

おりますので、中間決算日

における有効性の評価を省

略しております。

  ④ヘッジ有効性評価の方法

    先物為替予約については、

ヘッジ対象に対し同一通貨

建による同一期日のものを

それぞれ振り当てているた

め、その後の為替相場の変

動による相関関係は確保さ

れており、その判定をもっ

て有効性の判定に代えてお

りますので、中間決算日に

おける有効性の評価を省略

しております。 

また、金利スワップについ

ては、変動金利の基礎とな

るインデックスがヘッジ対

象と同一で、受払日が一致

し、想定元本はヘッジ対象

元本となるように契約して

おりますので、ヘッジ対象

期間を通じてヘッジ有効性

が損なわれることは信用リ

スクを除いてありません。

  ④ヘッジ有効性評価の方法

    先物為替予約については、

ヘッジ対象に対し同一通貨

建による同一期日のものを

それぞれ振り当てているた

め、その後の為替相場の変

動による相関関係は確保さ

れており、その判定をもっ

て有効性の判定に代えてお

りますので、決算日におけ

る有効性の評価を省略して

おります。 

また、金利スワップについ

ては、変動金利の基礎とな

るインデックスがヘッジ対

象と同一で、受払日が一致

し、想定元本はヘッジ対象

元本となるように契約して

おりますので、ヘッジ対象

期間を通じてヘッジ有効性

が損なわれることは信用リ

スクを除いてありません。

  ⑤その他

    先物為替予約の管理は、内

部規定に基づき当社経理財

務部で行っており、取引の

内容については、経理財務

部長が定例取締役会に報告

することとなっておりま

す。

  ⑤その他

    先物為替予約及び金利スワ

ップの管理については、当

社は、経理財務部で行って

おり、取引の内容について

は、経理財務部長が定例取

締役会に報告することとな

っております。また、連結

子会社は、各社の経理部門

で行っており、取引内容に

ついては、各社の定例取締

役会に報告するほか、当社

の定例取締役会に報告する

こととなっております。

  ⑤その他

同左

(7) 消費税等の会計処理

  消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。

(7) 消費税等の会計処理

同左

(7) 消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結(連結)

キャッシュ・フ

ロー計算書にお

ける資金の範囲

  中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３か月以内

に償還期限の到来する短期投資

からなっております。

同左   連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３か月以内に償

還期限の到来する短期投資から

なっております。



会計処理の変更 
  

 
  

前中間連結会計期間
(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(平成17年４月１日～
 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

――― (固定資産の減損に係る会計基準)

 当社及び国内連結子会社は、当

中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固

定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」(企業会計基準委

員会 平成15年10月31日 企業会

計基準適用指針第６号)を適用し

ております。 

これによる損益に与える影響は

ありません。

―――

 



表示方法の変更 
  

 
  

前中間連結会計期間
(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(平成17年４月１日～
平成17年９月30日)

――― (中間連結貸借対照表)

  前中間連結会計期間において無形固定資産の「その

他」に含めておりました「商標権」は、金額に重要

性が増したため、当中間連結会計期間において独立

掲記することとしました。 

  なお、前中間連結会計期間において無形固定資産の

「その他」に含めておりました「商標権」は、446

百万円であります。

(中間連結損益計算書)

前中間連結会計期間において営業外収益の「その

他」に含めておりました「受取保険金」は、営業外

収益の総額の10％超となったため、当中間連結会計

期間において独立掲記することとしました。

  なお、前中間連結会計期間において営業外収益の

「その他」に含めておりました「受取保険金」は、

13百万円であります。

(中間連結損益計算書)

  前中間連結会計期間において独立掲記しておりまし

た「受取保険金」は、営業外収益の総額の10％以下

となったため、当中間連結会計期間において営業外

収益の「その他」に含めて表示することとしまし

た。

  なお、当中間連結会計期間の「受取保険金」は、10

百万円であります。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書)

前中間連結会計期間において投資活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含めておりました「貸

付による支出」は、当中間連結会計期間において区

分掲記することとしました。

  なお、前中間連結会計期間において投資活動による

キャッシュ・フローの「その他」に含めておりまし

た「貸付による支出」は、△４百万円であります。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書)

１ 前中間連結会計期間において区分掲記しておりまし

た投資活動によるキャッシュ・フローの「有形固定

資産の売却による収入」は、投資活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含めて表示することと

しました。

なお、当中間連結会計期間の投資活動によるキャッ

シュ・フローの「有形固定資産の売却による収入」

は、７百万円であります。

――― ２ 前中間連結会計期間において区分掲記しておりまし

た投資活動によるキャッシュ・フローの「貸付によ

る支出」は、投資活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めて表示することとしました。

なお、当中間連結会計期間の投資活動によるキャッ

シュ・フローの「貸付による支出」は、36百万円で

あります。

――― ３ 前中間連結会計期間において財務活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含めておりました「自

己株式の売却による収入」は、当中間連結会計期間

において区分掲記することとしました。

なお、前中間連結会計期間において財務活動による

キャッシュ・フローの「その他」に含めておりまし

た「自己株式の売却による収入」は20百万円であり

ます。



追加情報 
  

 
  

前中間連結会計期間
(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(平成17年４月１日～
 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成

15年３月31日に公布され、平成16

年４月１日以後に開始する事業年

度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当中間連結会計

期間から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」

(平成16年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号)

に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。

 この結果、販売費及び一般管理費

が36百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前中間純利

益が、36百万円減少しておりま

す。

――― (外形標準課税)

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成

15年３月31日に公布され、平成16

年４月１日以後に開始する事業年

度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当連結会計年度

から「法人事業税における外形標

準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」(平

成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号)に従

い法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般

管理費に計上しております。

 この結果、販売費及び一般管理費

が73百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前純利益

が、73百万円減少しております。

――― ――― (退職給付制度)

 当社は、退職給付制度の全面的な

見直しを行い、平成17年４月１日

に、従来の退職一時金制度及び適

格年金制度から新たな確定給付年

金制度と確定拠出年金制度へ移行

しております。なお、規定等の改

訂日が当連結会計年度中であるこ

とから、退職給付制度の一部終了

に伴い発生が見込まれる損失を、

特別損失に16百万円計上しており

ます。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

26,757百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

28,583百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

27,415百万円

 ２ 非連結子会社及び関連会社の

借入金に対する債務保証

    ㈱イージーネット

138百万円

 ２ 非連結子会社及び関連会社の

借入金に対する債務保証

    ㈱イージーネット

124百万円

 ２ 非連結子会社及び関連会社の

借入金に対する債務保証

    ㈱イージーネット

131百万円

※３ 担保資産

    短期借入金72百万円及び長

期借入金64百万円の担保に

供しているもの

建物 50百万円

土地 21百万円

投資有価証券 194百万円

※３ 担保資産

    短期借入金40百万円及び長

期借入金23百万円の担保に

供しているもの

建物 47百万円

土地 20百万円

投資有価証券 250百万円

※３ 担保資産

    短期借入金101百万円及び

長期借入金21百万円の担保

に供しているもの

建物 48百万円

土地 20百万円

投資有価証券 215百万円

※４ 過年度に取得した資産のうち

国庫補助金等による圧縮記帳

累計額は、建物493百万円で

あり、中間連結貸借対照表計

上額は、この圧縮記帳累計額

を控除しております。

※４     同左 ※４ 過年度に取得した資産のうち

国庫補助金等による圧縮記帳

累計額は、建物493百万円で

あり、連結貸借対照表計上額

は、この圧縮記帳累計額を控

除しております。

―――  ５ 特定融資枠契約

    当社グループは、運転資金

の効率的な調達を行うた

め、取引金融機関２社と特

定融資枠契約を締結してお

ります。

     特定融資枠契約の総額

10,000百万円

     借入実行残高

― 百万円

 ５ 特定融資枠契約

同左

    

    

前中間連結会計期間
(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(平成17年４月１日～
 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

※１ 固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。

工具器具備品 85百万円

――― ※１ 固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。

工具器具備品 85百万円

※２ 販売権売却益は連結子会社に

よるものであります。

――― ※２ 販売権売却益は連結子会社に

よるものであります。



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  
前中間連結会計期間
(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(平成17年４月１日～
 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

現金及び預金勘定 4,861百万円

有価証券勘定 1,536百万円

計 6,398百万円

償還期間が３か月 
を超える債券等

△36百万円

現金及び 
現金同等物

6,361百万円

現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

現金及び預金勘定 4,269百万円

有価証券勘定 500百万円

計 4,770百万円

償還期間が３か月
を超える債券等

― 百万円

現金及び 
現金同等物

4,770百万円

現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定 6,815百万円

有価証券勘定 1,610百万円

計 8,425百万円

償還期間が３か月
を超える債券等

△9百万円

現金及び
現金同等物

8,416百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(平成17年４月１日～
 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 

 １ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

機械装置 
及び 
運搬具

工具器具 
備品

合計

取得価額 
相当額

37百万円 7百万円 45百万円

減価償却 
累計額 
相当額

18百万円 0百万円 19百万円

中間期末 
残高 
相当額

18百万円 6百万円 25百万円

  

 １ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

機械装置
及び 
運搬具

工具器具
備品

合計

取得価額 
相当額

37百万円 7百万円 45百万円

減価償却 
累計額 
相当額

28百万円 2百万円 31百万円

中間期末 
残高 
相当額

8百万円 5百万円 13百万円

  

 １ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

機械装置
及び 
運搬具

工具器具 
備品

合計

取得価額
相当額

37百万円 7百万円 45百万円

減価償却
累計額 
相当額

23百万円 1百万円 25百万円

期末残高
相当額

13百万円 5百万円 19百万円

 

 ２ 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 11百万円

１年超 13百万円

合計 25百万円

 (注) 取得価額相当額及び未経過

リース料中間期末残高相当

額の算定は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法によっておりま

す。

 

 ２ 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 9百万円

１年超 4百万円

合計 13百万円

 (注)    同左
 

 ２ 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 11百万円

１年超 7百万円

合計 19百万円

 (注) 取得価額相当額及び未経過

リース料期末残高相当額の

算定は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

よっております。

 ３ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 5百万円

 ３ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 5百万円

 ３ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 11百万円

減価償却費相当額 11百万円

 ４ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

 ４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 82百万円

１年超 288百万円

合計 370百万円

オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 85百万円

１年超 230百万円

合計 316百万円

オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 73百万円

１年超 239百万円

合計 313百万円



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 
  

 
  

(当中間連結会計期間末) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 
  

 

  

区分
前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日)

(1) その他有価証券 取得原価(百万円)
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
差額(百万円)

① 株式 6,779 15,732 8,952

② 債券

社債 73 74 0

計 6,853 15,806 8,953

区分
前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日)

(1) その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

① 非上場株式(店頭売買株式を除く) 53

② 公社債投資信託 1,500

区分
当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

(1) その他有価証券 取得原価(百万円)
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
差額(百万円)

① 株式 6,834 20,226 13,391

② 債券

社債 49 51 1

計 6,884 20,277 13,393

区分
当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

(1) その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

① 非上場株式 223

② 公社債投資信託 500

③ 投資事業有限責任組合及び 
  それに類する組合への出資

75



(前連結会計年度末) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式等についての減損処理は該当ありません。な

お、減損処理にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ、50％以上下落した場合には全

て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、個別銘柄毎に回復可能性等の判定を行い、必要と認め

られた額について減損処理を行うこととしております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間末) 

デリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しております。 

  

(当中間連結会計期間末) 

デリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しております。 

  

(前連結会計年度末) 

デリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しております。 

区分
前連結会計年度末
(平成17年３月31日)

(1) その他有価証券 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

① 株式 6,830 17,173 10,343

② 債券

社債 61 62 0

計 6,891 17,236 10,344

区分
前連結会計年度末
(平成17年３月31日)

(1) その他有価証券
連結貸借対照表計上額

(百万円)

① 非上場株式 153

② 公社債投資信託 1,601



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

事業区分は、製品の種類、用途(使用目的)、製造方法等の類似性に基づき区分しております。 

２ 各事業の主な製品 

 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,185百万円であり、その主

なものは、当社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

事業区分は、製品の種類、用途(使用目的)、製造方法等の類似性に基づき区分しております。 

２ 各事業の主な製品 

 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,203百万円であり、その主

なものは、当社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

前中間連結会計期間
(平成16年４月１日～平成16年９月30日)

アイケア関連
(百万円)

スキンケア 
関連(百万円)

内服関連
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

11,382 15,472 3,752 1,599 32,207 ― 32,207

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 11,382 15,472 3,752 1,599 32,207 ― 32,207

営業費用 7,936 14,293 4,412 1,868 28,510 1,185 29,696

営業利益又は 
営業損失(△)

3,445 1,179 △660 △268 3,696 (1,185) 2,511

(1) アイケア関連 …… 目薬、洗眼薬、コンタクトレンズ関連品

(2) スキンケア関連 … メンソレータム、保湿鎮痒剤、リップクリーム、ハンドクリーム、入浴剤、

にきび用剤、日焼け止め、機能性化粧品

(3) 内服関連 ………… 胃腸薬、胃腸内服液、総合感冒薬、サプリメント(栄養補助食品)

(4) その他 …………… 体外検査薬、花粉症関連品、義歯関連品、衛生雑貨

当中間連結会計期間
(平成17年４月１日～平成17年９月30日)

アイケア関連
(百万円)

スキンケア 
関連(百万円)

内服関連
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

11,908 20,334 4,264 2,857 39,363 ― 39,363

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 11,908 20,334 4,264 2,857 39,363 ― 39,363

営業費用 7,631 17,910 4,554 3,208 33,304 1,203 34,507

営業利益又は 
営業損失(△)

4,276 2,423 △290 △350 6,059 (1,203) 4,856

(1) アイケア関連 …… 目薬、洗眼薬、コンタクトレンズ関連品

(2) スキンケア関連 … メンソレータム、保湿鎮痒剤、リップクリーム、ハンドクリーム、 

にきび用剤、日焼け止め、機能性化粧品

(3) 内服関連 ………… 胃腸薬、胃腸内服液、総合感冒薬、サプリメント

(4) その他 …………… 体外検査薬、花粉関連品、義歯関連品、衛生雑貨



 
(注) １ 事業区分の方法 

  事業区分は、製品の種類、用途(使用目的)、製造方法等の類似性に基づき区分しております。 

２ 各事業の主な製品 

 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、2,324百万円であり、その主

なものは、当社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

前連結会計年度
(平成16年４月１日～平成17年３月31日)

アイケア関連
(百万円)

スキンケア 
関連(百万円)

内服関連
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

24,010 36,076 8,694 4,549 73,331 ― 73,331

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 24,010 36,076 8,694 4,549 73,331 ― 73,331

  営業費用 16,149 32,763 8,961 4,749 62,623 2,324 64,947

  営業利益又は 
  営業損失(△)

7,861 3,313 △266 △200 10,707 (2,324) 8,383

(1) アイケア関連 …… 目薬、洗眼薬、コンタクトレンズ関連品

(2) スキンケア関連 … メンソレータム、保湿鎮痒剤、リップクリーム、ハンドクリーム、入浴剤、

にきび用剤、日焼け止め、機能性化粧品

(3) 内服関連 ………… 胃腸薬、胃腸内服液、総合感冒薬、サプリメント

(4) その他 …………… 体外検査薬、花粉症関連品、義歯関連品、衛生雑貨



【所在地別セグメント情報】 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
  (1) 北米 …………… 米国・カナダ 
  (2) ヨーロッパ …… 英国 
  (3) アジア ………… 中国・台湾・ベトナム 
  (4) その他 ………… オーストラリア 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
  (1) 北米 …………… 米国・カナダ 
  (2) ヨーロッパ …… 英国 
  (3) アジア ………… 中国・台湾・ベトナム 
  (4) その他 ………… オーストラリア 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
  (1) 北米 …………… 米国・カナダ 
  (2) ヨーロッパ …… 英国 
  (3) アジア ………… 中国・台湾・ベトナム 
  (4) その他 ………… オーストラリア 

  

前中間連結会計期間
(平成16年４月１日～平成16年９月30日)

日本 
(百万円)

北米 
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

アジア
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社(百万円)

連結 
(百万円)

売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

24,442 2,096 1,480 3,788 398 32,207 ― 32,207

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

572 716 ― 561 30 1,880 (1,880) ―

計 25,014 2,812 1,480 4,349 429 34,087 (1,880) 32,207

営業費用 23,061 2,989 1,345 3,903 409 31,710 (2,014) 29,696

営業利益又は 
営業損失(△)

1,953 △177 135 446 19 2,377 133 2,511

当中間連結会計期間
(平成17年４月１日～平成17年９月30日)

日本 
(百万円)

北米 
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

アジア
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社(百万円)

連結 
(百万円)

売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

28,425 3,823 1,972 4,698 444 39,363 ― 39,363

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

576 826 2 937 18 2,361 (2,361) ―

計 29,001 4,649 1,975 5,636 463 41,725 (2,361) 39,363

営業費用 25,138 4,543 1,846 4,832 410 36,771 (2,263) 34,507

営業利益 3,863 106 128 803 52 4,954 (98) 4,856

前連結会計年度
(平成16年４月１日～平成17年３月31日)

日本 
(百万円)

北米 
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

アジア
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社(百万円)

連結 
(百万円)

売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

52,230 5,561 3,262 11,389 887 73,331 ― 73,331

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,213 1,699 2 1,252 56 4,223 (4,223) ―

計 53,444 7,261 3,264 12,641 943 77,555 (4,223) 73,331

営業費用 47,816 6,529 2,819 11,117 838 69,121 (4,174) 64,947

営業利益 5,627 731 444 1,524 105 8,433 (49) 8,383



【海外売上高】 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

  (1) 北米 …………… 米国・カナダ 

  (2) ヨーロッパ …… 英国 

  (3) アジア ………… 中国・台湾・ベトナム 

  (4) その他 ………… オーストラリア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

  (1) 北米 …………… 米国・カナダ 

  (2) ヨーロッパ …… 英国 

  (3) アジア ………… 中国・台湾・ベトナム 

  (4) その他 ………… オーストラリア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

  (1) 北米 …………… 米国・カナダ 

  (2) ヨーロッパ …… 英国 

  (3) アジア ………… 中国・台湾・ベトナム 

  (4) その他 ………… オーストラリア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前中間連結会計期間
(平成16年４月１日～平成16年９月30日)

北米 ヨーロッパ アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 2,151 1,522 3,913 389 7,976

Ⅱ 連結売上高(百万円) 32,207

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

6.7 4.7 12.2 1.2 24.8

当中間連結会計期間
(平成17年４月１日～平成17年９月30日)

北米 ヨーロッパ アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 3,974 1,982 4,718 451 11,127

Ⅱ 連結売上高(百万円) 39,363

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

10.1 5.0 12.0 1.2 28.3

前連結会計年度
(平成16年４月１日～平成17年３月31日)

北米 ヨーロッパ アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 5,563 3,264 11,430 887 21,145

Ⅱ 連結売上高(百万円) 73,331

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

7.6 4.4 15.6 1.2 28.8



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

  

 

  

項目
前中間連結会計期間
(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(平成17年４月１日～
平成17年９月30日)

前連結会計年度
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 824円 87銭 1,000円 90銭 898円 17銭

１株当たり中間(当期)純利益 30円 50銭 58円 51銭 101円 79銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益

27円 86銭 54円 62銭 92円 96銭

前中間連結会計期間
(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(平成17年４月１日～
平成17年９月30日)

前連結会計年度
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益

中間(当期)純利益(百万円) 1,630 3,164 5,475

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

― ― 34

(うち利益処分による 
役員賞与金)(百万円)

(―) (―) (34)

普通株式に係る 
中間(当期)純利益(百万円)

1,630 3,164 5,441

普通株式の期中平均株式数
(千株)

53,440 54,081 53,454

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

中間(当期)純利益調整額 
(百万円)

― ― ―

普通株式増加数(千株) 5,060 3,853 5,076

(うち転換社債)(千株) (5,012) (3,748) (5,005)

(うち新株予約権)(千株) (48) (68) (44)

(うち自己株式取得方式による 

ストックオプション)(千株)
― (36) (26)

希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり中間(当
期)純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

――― ――― ―――



(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(平成17年４月１日～
 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

――― 平成17年９月５日開催の取締役会

の決議に基づき、下記のとおり株

式分割による新株式を発行してお

ります。

(1)平成17年11月18日付をもって

普通株式１株を２株に分割い

たしました。

―――

①分割により増加する株式数

普通株式 55,635,507株

②分割方法

平成17年９月30日最終の株

主名簿及び実質株主名簿に

記載又は記録された株主の

所有株式１株につき、２株

の割合をもって分割いたし

ました。

(2)配当起算日

平成17年10月１日

なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前中間連

結会計期間及び前連結会計年度に

おける１株当たり情報並びに当期

首に行われたと仮定した場合の当

中間連結会計期間における１株当

たり情報は、それぞれ以下のとお

りとなっております。

前中間連結
会計期間

当中間連結
会計期間

前連結 
会計年度

１株当たり 
純資産額 
  
412円43銭

１株当たり 
純資産額 
  
500円45銭

１株当たり 
純資産額 
  
449円08銭

１株当たり 
中間純利益 
  

15円25銭

１株当たり 
中間純利益 
  

29円25銭

１株当たり 
当期純利益 
  

50円90銭

潜在株式調
整後１株当
たり中間純
利益 
  

13円93銭

潜在株式調
整後１株当
たり中間純
利益 
  

27円31銭

潜在株式調
整後１株当
たり当期純
利益 
  

46円48銭



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,710 2,004 3,498

 ２ 受取手形 6,013 5,486 6,357

 ３ 売掛金 8,415 9,067 8,186

 ４ 有価証券 1,536 500 1,510

 ５ 棚卸資産 6,560 7,977 6,907

 ６ 繰延税金資産 1,646 1,623 1,894

 ７ その他 667 840 1,354

   貸倒引当金 △48 △6 △49

  流動資産合計 26,503 34.2 27,494 32.4 29,660 36.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※1

  (1) 建物 ※4 10,239 10,296 9,903

  (2) 機械及び装置 4,355 3,375 3,678

  (3) 土地 4,863 5,022 5,022

  (4) その他 1,106 3,025 1,333

   有形固定資産合計 20,564 26.5 21,720 25.6 19,938 24.3

 ２ 無形固定資産 474 0.6 541 0.6 507 0.6

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※2 29,367 34,627 31,325

  (2) その他 747 672 689

    貸倒引当金 △150 △185 △150

   投資その他の 
   資産合計

29,964 38.7 35,114 41.4 31,864 38.9

  固定資産合計 51,003 65.8 57,376 67.6 52,310 63.8

  資産合計 77,506 100.0 84,870 100.0 81,971 100.0



 

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 1,526 1,622 1,422

 ２ 買掛金 2,982 3,208 2,948

 ３ 短期借入金 ※2 1,036 848 1,032

 ４ 未払費用 4,771 4,838 4,816

 ５ 未払法人税等 1,236 1,180 2,201

 ６ 未払消費税等 168 49 247

 ７ 預り金 2,639 2,785 2,784

 ８ 賞与引当金 972 1,075 1,178

 ９ 返品調整引当金 640 650 600

 10 売上割戻引当金 1,806 1,472 1,925

 11 その他 2,147 2,565 2,341

  流動負債合計 19,925 25.7 20,296 23.9 21,497 26.2

Ⅱ 固定負債

 １ 転換社債 6,000 3,922 5,991

 ２ 長期借入金 ※2 1,802 954 1,288

 ３ 退職給付引当金 1,534 666 1,624

 ４ 役員退任慰労引当金 491 533 515

 ５ 繰延税金負債 2,637 4,677 3,318

  固定負債合計 12,464 16.1 10,753 12.7 12,737 15.6

  負債合計 32,390 41.8 31,050 36.6 34,235 41.8

(資本の部)

Ⅰ 資本金 3,284 4.2 4,413 5.2 3,288 4.0

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 2,399 3,526 2,404

 ２ その他資本剰余金

     自己株式処分 
     差益

1 8 4

   資本剰余金合計 2,401 3.1 3,535 4.2 2,408 2.9

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 812 812 812

 ２ 任意積立金 31,659 34,050 31,659

 ３ 中間(当期)未処分 
   利益

1,908 3,202 3,650

   利益剰余金合計 34,380 44.4 38,065 44.8 36,122 44.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

5,311 6.8 7,931 9.3 6,127 7.5

Ⅴ 自己株式 △261 △0.3 △125 △0.1 △212 △0.3

  資本合計 45,115 58.2 53,820 63.4 47,735 58.2

  負債・資本合計 77,506 100.0 84,870 100.0 81,971 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(平成17年４月１日～
平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 24,646 100.0 27,985 100.0 52,767 100.0

Ⅱ 売上原価 9,438 38.3 10,436 37.3 19,951 37.8

   売上総利益 15,208 61.7 17,548 62.7 32,816 62.2

   返品調整引当金 
   繰入額

150 0.6 50 0.2 110 0.2

   差引売上総利益 15,058 61.1 17,498 62.5 32,706 62.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 13,135 53.3 13,707 49.0 27,146 51.5

   営業利益 1,922 7.8 3,791 13.5 5,560 10.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 2 8 7

 ２ 受取配当金 126 136 210

 ３ 受取保険金 25 ― ―

 ４ その他 79 235 1.0 97 242 0.9 160 378 0.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 28 25 55

 ２ 棚卸資産廃棄損 144 161 366

 ３ その他 24 197 0.8 91 278 1.0 45 466 0.8

   経常利益 1,960 8.0 3,754 13.4 5,471 10.4

Ⅵ 特別利益 ※1 107 0.4 270 1.0 107 0.2

Ⅶ 特別損失 ※2 ― ― ― ― 132 0.3

   税引前中間(当期) 
   純利益

2,067 8.4 4,025 14.4 5,445 10.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,150 1,120 2,510

   法人税等調整額 △465 684 2.8 397 1,517 5.4 △590 1,919 3.6

   中間(当期)純利益 1,382 5.6 2,507 9.0 3,525 6.7

   前期繰越利益 525 695 525

   中間配当額 ― ― 400

   中間(当期)未処分 
   利益

1,908 3,202 3,650



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(平成17年４月１日～
平成17年９月30日)

前事業年度
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準

及び評価方法

(1) 有価証券

 ①子会社株式及び関連会社株式

   移動平均法による原価法

 ②その他有価証券

   時価のあるもの

    中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)

(1) 有価証券

 ①子会社株式及び関連会社株式

同左

 ②その他有価証券

   時価のあるもの

同左

(1) 有価証券

 ①子会社株式及び関連会社株式

同左

 ②その他有価証券

   時価のあるもの

    決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定)

   時価のないもの

    移動平均法による原価法

   時価のないもの

    移動平均法による原価法

    なお、投資事業有限責任組

合及びそれに類する組合へ

の出資（証券取引法第２条

第２項により有価証券とみ

なされるもの）について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっておりま

す。

   時価のないもの

    移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産

  総平均法による原価法

(2) 棚卸資産

同左

(2) 棚卸資産

同左

２ 固定資産の減価

償却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法によっております。

  ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物(建物附属設備を

除く)については、定額法を採

用しております。

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

  定額法によっております。

  なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基

準

(1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、将来の支給

見込額のうち当中間会計期間の

負担額を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、将来の支給

見込額のうち当事業年度の負担

額を計上しております。

(3) 返品調整引当金

  返品による損失に備えて、当中

間会計期間末売掛金を基準とし

た返品見込額に対する売買利益

の見積額を計上しております。

(3) 返品調整引当金

同左

(3) 返品調整引当金

  返品による損失に備えて、当事

業年度末売掛金を基準とした返

品見込額に対する売買利益の見

積額を計上しております。



項目
前中間会計期間

(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(平成17年４月１日～
平成17年９月30日)

前事業年度
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

(4) 売上割戻引当金

  当中間会計期間の売上高に対す

る将来の売上割戻に備えて、当

中間会計期間末売掛金に割戻見

積率を乗じた金額を計上してお

ります。

(4) 売上割戻引当金

同左

(4) 売上割戻引当金

  当事業年度の売上高に対する将

来の売上割戻に備えて、当事業

年度末売掛金に割戻見積率を乗

じた金額を計上しております。

(5) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

  過去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(５年)に

よる定額法により費用処理して

おります。

  数理計算上の差異については、

各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(15年)による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理し

ております。

(5) 退職給付引当金

同左

(5) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。

  過去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(５年)に

よる定額法により費用処理して

おります。

  数理計算上の差異については、

各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(15年)による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理し

ております。

(6) 役員退任慰労引当金

  役員の退任慰労金支給に備え

て、内規に基づく当中間会計期

間末要支給額の100％を計上し

ております。

(6) 役員退任慰労引当金

同左

(6) 役員退任慰労引当金

  役員の退任慰労金支給に備え

て、内規に基づく当事業年度末

要支給額の100％を計上してお

ります。

４ 外貨建の資産及

び負債の本邦通

貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

同左   外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処

理しております。

５ リース取引の処

理方法

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

同左 同左

６ ヘッジ会計の方

法

(1) 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方

法

  繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、為替予約等が振当処

理の要件を満たしている場合に

ついては、振当処理を行ってお

ります。

(1) 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方

法

同左

(1) 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方

法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段

   先物為替予約

  ヘッジ対象

   外貨建営業債権債務及び外貨

建投融資
 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

先物為替 

予約

外貨建営業 

債権債務 

外貨建投融資

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

  海外への送金をより有利な為替

レートにより行うため、為替変

動リスクをヘッジする目的で先

物為替予約を行っております。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左



 
  

会計処理の変更 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(平成17年４月１日～
平成17年９月30日)

前事業年度
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

(4) ヘッジ有効性評価の方法

  内部規定に従って、ヘッジ対象

に対し同一通貨建による同一期

日の先物為替予約をそれぞれ振

り当てているため、その後の為

替相場の変動による相関関係は

確保されており、その判定をも

って有効性の判定に代えており

ますので、中間決算日における

有効性の評価を省略しておりま

す。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

  先物為替予約については、ヘッ

ジ対象に対し同一通貨建による

同一期日のものをそれぞれ振り

当てているため、その後の為替

相場の変動による相関関係は確

保されており、その判定をもっ

て有効性の判定に代えておりま

すので、中間決算日における有

効性の評価を省略しておりま

す。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

  先物為替予約については、ヘッ

ジ対象に対し同一通貨建による

同一期日のものをそれぞれ振り

当てているため、その後の為替

相場の変動による相関関係は確

保されており、その判定をもっ

て有効性の判定に代えておりま

すので、決算日における有効性

の評価を省略しております。

(5) その他

  先物為替予約の管理は、内部規

定に基づき経理財務部で行って

おり、取引の内容については、

経理財務部長が定例取締役会に

報告することとなっておりま

す。

(5) その他

  先物為替予約の管理について

は、経理財務部で行っており、

取引の内容については、経理財

務部長が定例取締役会に報告す

ることとなっております。

(5) その他

同左

７ その他(中間)財

務諸表作成のた

めの基本となる

重要な事項

  消費税等の会計処理について

  消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっており、仮

払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、その残額を未

払消費税等として区分掲記して

おります。

消費税等の会計処理について

同左

  消費税等の会計処理について

  消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。

前中間会計期間
(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(平成17年４月１日～
 平成17年９月30日)

前事業年度
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

――― (固定資産の減損に係る会計基準)

 当中間会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」(企業会計審

議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」(企業会計基準委

員会 平成15年10月31日 企業

会計基準適用指針第６号)を適用

しております。 

これによる損益に与える影響は

ありません。

―――

 



表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

前中間会計期間
(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(平成17年４月１日～
平成17年９月30日)

(中間損益計算書)

前中間会計期間において営業外収益の「その他」に

含めておりました「受取保険金」は、金額に重要性

が増したため、当中間会計期間において独立掲記す

ることとしました。

  なお、前中間会計期間において営業外収益の「その

他」に含めておりました「受取保険金」は、13百万

円であります。

(中間損益計算書)

前中間会計期間において独立掲記しておりました

「受取保険金」は、金額が僅少となったため、当中

間会計期間において営業外収益の「その他」に含め

て表示することとしました。 

なお、当中間会計期間の「受取保険金」は、10百万

円であります。

前中間会計期間
(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(平成17年４月１日～
 平成17年９月30日)

前事業年度
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)は平成

15年３月31日に公布され、平成16

年４月１日以後に開始する事業年

度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当中間会計期間

から「法人事業税における外形標

準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」(平

成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号)に従

い法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般

管理費に計上しております。

 この結果、販売費及び一般管理費

が35百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益が、

35百万円減少しております。

――― (外形標準課税)

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成

15年３月31日に公布され、平成16

年４月１日以後に開始する事業年

度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当事業年度から

「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」(平成16

年２月13日 企業会計基準委員会

実務対応報告第12号)に従い法人

事業税の付加価値割及び資本割に

ついては、販売費及び一般管理費

に計上しております。この結果、

販売費及び一般管理費が70百万円

増加し、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益が70百万円減少

しております。

――― ――― (退職給付制度)

 退職給付制度の全面的な見直しを

行い、平成17年４月１日に、従来

の退職一時金制度及び適格年金制

度から新たな確定給付年金制度と

確定拠出年金制度へ移行しており

ます。なお、規定等の改訂日が当

事業年度中であることから、退職

給付制度の一部終了に伴い発生が

見込まれる損失を、特別損失に16

百万円計上しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

23,038百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

24,323百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

23,619百万円

※２ 担保資産

    短期借入金68百万円及び長

期借入金30百万円の担保に

供しているもの

   投資有価証券 194百万円
 

※２ 担保資産

    短期借入金30百万円の担保

に供しているもの

   投資有価証券 250百万円
 

※２ 担保資産

    短期借入金64百万円の担保

に供しているもの

   投資有価証券 215百万円

 ３ 偶発債務

    下記の会社の借入金等に対

して債務保証を行っており

ます。

  メンソレータム社

1,152百万円

(10,375千米ドル)

  ㈱イージーネット

138百万円

  メンソレータム社・カナダ

23百万円

(263千カナダドル)

  ロート・メンソレータム・ベト

ナム社

23百万円

(うち、外貨建62千米ドル)

  メンソレータム社・オーストラ

レーシア

5百万円

(75千オーストラリアドル)

  ロート・インドネシア社

27百万円

(250千米ドル)

計 1,370百万円

 

 ３ 偶発債務

    下記の会社の借入金等に対

して債務保証を行っており

ます。

  メンソレータム社

9,417百万円

(83,200千米ドル)

  ㈱イージーネット

124百万円

  ロート・メンソレータム・ベト

ナム社

0百万円

(1千米ドル)

  メンソレータム社・オーストラ

レーシア

6百万円

(75千オーストラリアドル)

  ロート・インドネシア社

33百万円

(300千米ドル)

計 9,582百万円
 

 ３ 偶発債務

    下記の会社の借入金に対し

て債務保証を行っておりま

す。

  メンソレータム社

9,044百万円

(84,225千米ドル)

  ロート・インドネシア社

32百万円

(300千米ドル)

  ロート・メンソレータム・ベト

ナム社

8百万円

(76千米ドル)

  メンソレータム社・オーストラ

レーシア

6百万円

(75千オーストラリアドル)

  ㈱イージーネット

131百万円

計 9,222百万円

※４ その他

    過年度に取得した資産のう

ち国庫補助金等による圧縮

記帳累計額は、建物493百

万円であり、中間貸借対照

表計上額は、この圧縮記帳

累計額を控除しておりま

す。

※４ その他

同左

※４ その他

    過年度に取得した資産のう

ち国庫補助金等による圧縮

記帳累計額は、建物493百

万円であり、貸借対照表計

上額は、この圧縮記帳累計

額を控除しております。

―――  ５ 特定融資枠契約

    当社は、運転資金の効率的

な調整を行うため、取引金

融機関２社と特定融資枠契

約を締結しております。

 特定融資枠契約の総額

10,000百万円

 借入実行残高

― 百万円

 ５ 特定融資枠契約

同左



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(平成17年４月１日～
 平成17年９月30日)

前事業年度
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

※１ 特別利益の主要項目

   機械及び装置売却益

21百万円

   その他(工具器具備品)売却益

85百万円

※１ 特別利益の主要項目

   投資有価証券売却益

227百万円

   

※１ 特別利益の主要項目

   機械及び装置売却益

21百万円

   その他(工具器具備品)売却益

85百万円

※２ 特別損失の主要項目

―――

※２ 特別損失の主要項目

―――

※２ 特別損失の主要項目

   建物除却損

7百万円

   機械及び装置除却損

85百万円

   その他(構築物)除却損

11百万円

   その他(車両運搬具)除却損

0百万円

   その他(工具器具備品)除却損

12百万円

 ３ 減価償却実施額

   有形固定資産

1,120百万円

   無形固定資産

60百万円

 ３ 減価償却実施額

   有形固定資産

960百万円

   無形固定資産

74百万円

 ３ 減価償却実施額

   有形固定資産

2,302百万円

   無形固定資産

125百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(平成17年４月１日～
 平成17年９月30日)

前事業年度
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 １ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

有形固定資産の 
その他 

(工具器具備品)

取得価額 
相当額

7百万円

減価償却累計 
額相当額

0百万円

中間期末残高 
相当額

6百万円

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 １ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

有形固定資産の
その他 

(工具器具備品)

取得価額 
相当額

7百万円

減価償却累計
額相当額

2百万円

中間期末残高
相当額

5百万円

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 １ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

有形固定資産の 
その他 

(工具器具備品)

取得価額
相当額

7百万円

減価償却累計
額相当額

1百万円

期末残高
相当額

5百万円

 

 ２ 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 1百万円

１年超 5百万円

合計 6百万円

 (注) 取得価額相当額及び未経過

リース料中間期末残高相当

額の算定は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法によっておりま

す。

 

 ２ 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 1百万円

１年超 3百万円

合計 5百万円

 (注)    同左
 

 ２ 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 1百万円

１年超 4百万円

合計 5百万円

 (注) 取得価額相当額及び未経過

リース料期末残高相当額の

算定は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

よっております。

 ３ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 0百万円

減価償却費相当額 0百万円

 ３ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 0百万円

減価償却費相当額 0百万円

 ３ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 1百万円

減価償却費相当額 1百万円

 ４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

 ４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ４ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

(前中間会計期間末) 

平成16年９月30日現在、時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

(当中間会計期間末) 

平成17年９月30日現在、時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

(前事業年度末) 

平成17年３月31日現在、時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

  

 

  

項目
前中間会計期間

(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(平成17年４月１日～
平成17年９月30日)

前事業年度
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 844円 08銭 969円 45銭 891円 55銭

１株当たり中間(当期)純利益 25円 88銭 46円 37銭 65円 40銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益

23円 64銭 43円 29銭 59円 73銭

前中間会計期間
(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(平成17年４月１日～
平成17年９月30日)

前事業年度
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益

中間(当期)純利益(百万円) 1,382 2,507 3,525

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

― ― 30

(うち利益処分による 
役員賞与金)(百万円)

(―) (―) (30)

普通株式に係る 
中間(当期)純利益(百万円)

1,382 2,507 3,495

普通株式の期中平均株式数
(千株)

53,440 54,081 53,454

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

中間(当期)純利益調整額 
(百万円)

― ― ―

普通株式増加数(千株) 5,060 3,853 5,076

(うち転換社債)(千株) (5,012) (3,748) (5,005)

(うち新株予約権)(千株) (48) (68) (44)

(うち自己株式取得方式による 

ストックオプション)(千株)
― (36) (26)

希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり中間(当
期)純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

――― ――― ―――



(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間会計期間
(平成16年４月１日～
 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(平成17年４月１日～
 平成17年９月30日)

前事業年度
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

――― 平成17年９月５日開催の取締役会

の決議に基づき、下記のとおり株

式分割による新株式を発行してお

ります。

(1)平成17年11月18日付をもって

普通株式１株を２株に分割い

たしました。

―――

①分割により増加する株式数

普通株式 55,635,507株

②分割方法

平成17年９月30日最終の株

主名簿及び実質株主名簿に

記載又は記録された株主の

所有株式１株につき、２株

の割合をもって分割いたし

ました。

(2)配当起算日

平成17年10月１日

なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前中間会

計期間及び前事業年度における１

株当たり情報並びに当期首に行わ

れたと仮定した場合の当中間会計

期間における１株当たり情報は、

それぞれ以下のとおりとなってお

ります。

前中間会計 
期間

当中間会計
期間

前事業年度

１株当たり 
純資産額 
  
422円04銭

１株当たり 
純資産額 
  
484円72銭

１株当たり 
純資産額 
  
445円77銭

１株当たり 
中間純利益 
  

12円94銭

１株当たり 
中間純利益 
  

23円19銭

１株当たり 
当期純利益 
  

32円70銭

潜在株式調
整後１株当
たり中間純
利益 
  

11円82銭

潜在株式調
整後１株当
たり中間純
利益 
  

21円64銭

潜在株式調
整後１株当
たり当期純
利益 
  

29円86銭



(2) 【その他】 

第70期(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)中間配当については、平成17年11月16日開催

の取締役会において、平成17年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株

主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

 
  

① 中間配当金の総額 555百万円

② １株当たり中間配当額 10円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成17年12月９日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第69期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月27日 
近畿財務局長に提出。



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

ロート製薬株式会社 

取締役会 御中 

平成16年12月21日

  
 

  
 

  

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているロート製薬株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借

対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中

間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析

的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務

諸表の作成基準に準拠して、ロート製薬株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以 上 

  

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  米  林     彰 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  原  田  大  輔 ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

ロート製薬株式会社 

取締役会 御中 

平成17年12月21日

  
 

  
 

  

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているロート製薬株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借

対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中

間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析

的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務

諸表の作成基準に準拠して、ロート製薬株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  米  林     彰 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  原  田  大  輔 ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

ロート製薬株式会社 

取締役会 御中 

平成16年12月21日

  
 

  
 

  

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているロート製薬株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第69期事業年度の中間会計

期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び

中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作

成基準に準拠して、ロート製薬株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以 上 

  

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  米  林     彰 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  原  田  大  輔 ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

ロート製薬株式会社 

取締役会 御中 

平成17年12月21日

  
 

  
 

  

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているロート製薬株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第70期事業年度の中間会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び

中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作

成基準に準拠して、ロート製薬株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  米  林     彰 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  原  田  大  輔 ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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